
１ 市川市をとりまく現状 

次期基本計画の策定について①（第1回審議会 概要） 
令和元年10月24日 第２回審議会資料 

企画部 企画課 

《整備・活用に進展が見られる主な都市基盤》 

 ◆道路 

  ・北千葉道路 
  ・妙典橋及び3・4・13号 
  ・（仮）押切橋・（仮）大洲橋                        
  ・第二東京湾岸道路 
 

 ◆市街化整備等 

  ・本八幡駅北口市街地再開発 
  ・塩浜地区 区画整理、臨海部再整備 
  ・市街化調整区域の活用 

 首都圏近郊地域ならではの人口動態  市政運営に係る新たな取り組み  広域道路網等の整備状況の変化 

総人口 
  → 平成２７年度の人口推計では減少と推計 
   のところ、平成26年以降増加傾向 
               
年齢別人口（平成２６年～平成３１年) 
   → 生産年齢人口増加 
         老年人口増加 
         年少人口減少 
 
外国人人口(平成26年～平成３１年) 
  → 市内総人口に占める割合は平成26年 
    以降増加 

いちかわ未来創造事業による先端技術導入
の取り組み 

   スタートアップ（ベンチャー企業）による 
   実証実験を支援           
国際連携の推進   
デジタルトランスフォーメーション（DX）の

推進   

行徳地域を中心とした臨海地域活性化の推

進 

ＳＤＧｓの推進に向けた取り組み  等 

       まちづくりへの影響  大 
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 計画策定の根本となる市の人口について、実数と推計値に乖離が 

見られ、このまま増加を続けるか縮小に向かうかにより、計画の方向

性が大きく異なってくる。 

 現時点で実態に合わない計画を策定することは、長期的に見ると、

市の施策に大幅な見直しが必要となり、市政への影響が大きい。 

 （※議決事項のため、見直し・変更には議会の承認を要する） 

 このため、今後の市の方向性を判断するには慎重な検討と見極めの

ための期間が必要である。 

次期基本計画の開始時期の延期を検討する 

２ 第1回審議会検討結果 
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【参考】現在の総合計画 

基本構想（概ね25年間） 

第一次基本計画 
（10年間） 

第二次基本計画 
（10年間） 

第一次実施計画 
（5年間） 

第二次実施計画 
（3年間） 

第三次実施計画 
（3年間） 

第一次実施計画 
（3年間） 

第二次実施計画 
（3年間） 

第三次実施計画 
（3年間） 
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次期基本計画の策定について②（事務局案） 

３ 次期基本計画の策定に向けて 

市川市の将来を見据えたうえで次期基本計画を策定する。 

前回の審議結果：次期基本計画の策定のため、慎重な検討と見極めの期間が必要 
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・全国的に人口減少、少子高齢化が進むなか、国においては地方創生と中長期的な持続可能なまちづくりの推進を掲げ、各自治体においても持続可能なまちづくりを

目標とした施策を進めている 

・その中にあって、市川市は人口増加が続いており、さらに、今後も増加を続ける可能性を有している 

・しかし、市川市においても年少人口の減少、老年人口の増加は続いており、社会保障関係経費の増大などにより、市としての活力の低下も考えられる 

・このよう状況において持続可能なまちづくりを実現するためには、３０年先、５０年先の将来を見据えたうえで適切な施策・事業を計画に反映させる必要がある 

・このため国の動向なども注視しつつ市の方向性を見極め、計画を策定すべきと考える 

第二次基本計画の修正（令和２年度） 

第二次基本計画の評価（令和２年度） 実施計画の取り扱い（令和元年度） 

当初、令和2年度に評価実施予定。評価時期及び方法の検討 

計画年数、記載内容の変更についての検討 

記載内容の変更または新規策定の必要性についての検討 

現状把握 今後予想される社会状況の変化等による市の発展モデル検討 

◆計画の空白期間を作らないための対応 

まち・ひと・しごと創生総合戦略の取り扱い（令和元年度） 

評価を実施するとともに、今後の取り扱いについて検討 

・市の人口状況、インフラの整備状況、財政状況 等 

 ◆次期基本計画の方向性を判断するための対応 

４ 今後想定される検討事項 

令和元年10月24日 第２回審議会資料 
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新たな機能を
備えた新庁舎
の供用開始 

デジタルトランスフォーメーションの推進 

（仮称）大洲橋・
押切橋の整備 

子育て支援
施策の進展 

いちかわ未来創造事業 第２東京湾岸道路整備 

本八幡駅北口市街地再開発 

塩浜地区等整備 

環境問題への対応 

北千葉道路整備 
行徳臨海部 

再整備 

          現 在                                                        将 来       

今後進展が予想される事象 
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